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研究要旨 

 日本の食塩摂取量の削減のためには、企業の取組が重要な要素のひとつである。しかし、

減塩活動の事業計画を立てるための科学的根拠を基にした情報が不足している。本研究は、

海外企業の優良事例を用いて自主的な減塩活動の目標設定と取組の概要、及びその実状と背

景を明らかにし、減塩活動の支援ガイド作成のための資料とすることを目的とした。 

 本研究は、文献検索データベース、企業や関連機関の公式サイト上で公開されている資料、

及び海外企業による質問票の回答から、26の企業と 2つの企業団体を分析対象とした。 

 その結果、食塩のみの目標と、食塩に加えて砂糖（遊離糖類）や脂肪（飽和脂肪酸、ト

ランス脂肪酸）などを含めた目標が約半数ずつみられた。減塩の対象製品の設定は、製品

数・割合で示す目標（67%）の方が販売量の割合で示す目標（33%）よりも多かった。減塩の

対象製品割合が示された 17の目標では、自社製品の 65～100%の製品を、目標達成年 2025～

2030年で設定する傾向がみられた。目標期間は 41目標中、中央値 5年（最小 1、最大 11）

で、目標達成年は、42目標中 2025年が 62%と最も多く、次いで 2030年（17%）が多かっ

た。食塩含有量の基準は、自社開発の基準の利用（49%）の方が、政府開発の基準の利用

（44%）よりもやや多かった。自社基準の開発には世界保健機関を始めとする国連機関、各

国政府機関、グローバル機関の基準や指針が参照された。製品開発の過程には、塩化カリウ

ムの利用やスパイスの配合等、減塩前の製品の味を維持するための工夫がみられた。また、

積極的な減塩活動が評価につながり、投資が増加する可能性など、環境・社会・ガバナンス

に基づく減塩活動のインセンティブを企業が認識していることが分かった。一方で、減塩と

味のバランスや、製品開発・改良にあたっての経済面等での苦労が伺えた。企業単独ではな

く、政府や関連機関と協力の上、複数の利害関係者の枠組みによる市場全体での段階的な減

塩活動が様々な困難に対する解決法として示された。 

 科学的根拠に基づく減塩の事業計画の作成、及び実施、モニタリング、評価のためには、

時間や費用、人材が必要となるため、企業単独での減塩活動の実施には限界がある。実現可

能で持続可能な減塩活動を行うためには、政府や関連機関との協力、及び企業同士の連携が

重要であることが示唆された。減塩活動の支援ガイドには、減塩の目標設定に関する内容や

製品開発の工夫、及び政府関連機関との協力や企業同士の連携等を盛り込むことで企業の減

塩活動に貢献し、企業の実状に寄り添ったガイドを作成する必要がある。 

 

Ａ．目的 

日本の食塩摂取量の削減は、厚生労働省

の「自然に健康になれる持続可能な食環境

づくりの推進に向けた検討会」の中で、優先

的に取り組むべき課題として位置づけられ

た[1]。ここでは、民間団体や企業が主体的

に減塩に取組む事例が取り上げられており、

企業による減塩活動の推進が求められてい

る 。 世 界 保 健 機 関 （ World Health 

Organization：WHO）がまとめている Global 

database on the Implementation of 

Nutrition Actionには、各国の減塩政策や

その他の措置の実施状況に関する得点

（Sodium Country Score Card）が公開され

ている[2]。各項目 4点満点中、日本は、「ナ

トリウム摂取量を減らす政策目標」が 2点、

「全ての包装食品のナトリウム表示の義務

付け」が 3点、「マスメディアによる減塩キ

ャンペーンの報道」が 2点、「ナトリウムを

含む公共の食品調達（公共の場で提供・販売

される食品）及びサービス方針の義務化」が

3点で、全体平均は 3点であった。比較的良

い評価は得られているものの、行政と企業

との連携等によって評価を上げる余地がま

だ残っている。 

WHO は食塩摂取量 1 日 5g を推奨しており

[3]、各国においても食塩摂取量の目標を示

して減塩のための政策が示されている。英
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国では、2003年から 2011年にかけて、85以

上の食品カテゴリーに対して段階的な減塩

目標を設定した[4]。その結果、多くの食品

カテゴリーの食塩含有量が 20～50%削減さ

れ、国民の食塩摂取量が 9.5g/日から 8.1g/

日に減少した[4]。スペイン消費・食品安全・

栄養庁は、2018年から 2020年にかけて企業

連携を伴った減塩政策を示し、500社を超え

る企業が参画して、ポテトチップスやセイ

ボリー（塩気のある）スナック、肉製品、パ

ンを対象に実施された[4]。このように、海

外では企業連携を伴った減塩政策の例がみ

られる。 

日本でも企業連携の動向がみられるもの

の、今後減塩活動を開始する企業にとって、

具体的な減塩活動の事業計画を立てるため

の情報が不足している。そのため、国内企業

が減塩に取組む際の参考となるような支援

ガイドの作成が求められている。そこで本

研究は、海外企業で行われている自主的な

減塩活動について、事業の目標設定と取組

概要、及びその実状と背景を明らかにし、減

塩活動の支援ガイドを作成するための資料

とすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

研究の準備過程で、文献データベースに

よって抽出する文献が少ないことが予想さ

れたため、システマティック・レビューでは

ない従来型の文献レビューを行うこととし

た。さらに、減塩活動の企業による実践的な

側面を調べるため、研究班員のネットワー

クを通じて海外の食品企業への質問票調査

を実施した。 

本研究では個人情報を扱わないため、「人

を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針」に該当しないことを国立研究

開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所研究倫

理審査委員会から確認を得た。 

 

１．文献及び資料の抽出方法 

1）～3）の方法を用いて文献及び資料の収

集を行った。1）と 2）に関して、次の 4 つ

の条件を基に文献や資料を抽出した。 

① 企業による自主的な減塩活動であるこ

と 

② 自主的な減塩活動を政府が推奨する先

進国[5]の企業であること 

③ 対象とする減塩活動が具体的で明確で

あること 

④ 一般消費者に向けた取組であること

（病者用は対象外） 

 

１）PubMedと Google scholar を用いた文献

検索データベース 

2024 年 2 月 8 日から 26 日までの間に検

索式（表 1）を用いて実施した。検索は研究

者 2名が独立して行い、スクリーニングは 2

名が協議の上で行った。1次スクリーニング

では、タイトルと抄録を基に除外した。2次

スクリーニングでは本文を確認し、最終的

な分析対象を決定した。 

 

２）企業や関連機関の公式サイト上で公開

されている資料 

2024年1月15日から 2月16日にかけて、

企業の減塩活動の情報が記載されている以

下の 4つの公式サイトで企業を検索した。 

① World Action on Salt, Sugar and 

Health (WASSH)[6] 

グローバルな減塩対策を推進している

団体である。 

② International Food & Beverage 

Alliance（IFBA）[7] 

12 社から成る企業連合で、バランスの

良い食事と健康的な生活を達成できる

よう世界の人々を支援する目標をかか

げている。 

③ Global Nutrition Report[8] 

栄養サミット等で各機関が示したコミ

ットメントを追跡評価する団体である。 

④ Access To Nutrition Initiative 

(ATNI)[9] 

栄養改善に取り組む食品企業の取り組

みを分析・促進するイニシアチブであ

る。 

検索には、減塩に関するキーワードとし

て”salt/sodium”、 ”reduction”、”c

ommitment”、”report”、”target”、

”nutrition profile”（同義語含む）を組

み合わせた。資料検索の訓練を受けた 2 名

が、独立して企業の検索を行った。企業を特

定した後、企業や関連機関の公式サイトで

公開されている減塩活動を確認し、上記の

条件に該当する資料を分析対象とした。研

究者 1名と資料検索の訓練を受けた 1名が、

最終的な分析対象を確認した。研究者 1 名

と資料確認作業の訓練を受けた 2 名が減塩

活動の内容を整理し、可能な限り最新版の

情報を採用した。 

 

３）海外企業に向けた質問票 

質問票は、WHO出版の”WHO global report 

on sodium intake reduction”の取組概要
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[10]、大手食品関連企業の栄養改善方針を

評価する国際指標[11]、及びその指標開発

関係者に質問内容の助言を受けて作成した。

また、国内企業からの意見を反映させるた

め、2023年 9月 26日から 10 月 13日にかけ

て、研究ネットワークを通じて国内の食品

企業 4 社に調査協力を依頼した。具体的に

は、日本語版調査票を送付し、質問内容が分

かり難い点、回答が難しい点について回答

を依頼した。その後、回答を受けて内容を修

正し、本調査用の質問票を確定した（図 1）。 

本研究は、政府が自主的な減塩行動を推

奨している先進国 36か国において優良事例

をもつ企業を対象とした[5, 10]。国際共同

研究グループ（International Network for 

Food and Obesity/non-communicable 

diseases Research, Monitoring and 

Action Support: INFORMAS）[12]や研究者

のネットワーク 16 ヵ国から 19 件、企業の

減塩活動に関する情報をもつグローバル団

体 2 件、関連する学術論文 2 件の連絡先か

ら、各国の優良事例をもつ企業について情

報提供を依頼した。その後、提供を受けた情

報に基づき、対象候補の企業や企業団体に

質問票への回答依頼を行った。調査は 2024

年 1 月 19 日から 3 月 16 日にかけて実施し

た。 

 

２．分析方法 

得られた情報を基に、企業の減塩活動の

特徴について以下の 5つの内容で整理した。 

 

１）対象企業、団体の特徴 

本社所在国及び地域を整理した。所在国

の地域については WHO が示す分類に基づい

た[13]。海外法人が一つ以上ある場合は、グ

ローバル企業として分類した。また、各企業、

団体の減塩の対象製品例を示した。 

 

２）減塩する製品の目標設定（目標値、基準、

目標期間、及び実施状況） 

目標を製品数に対する割合（%）と販売量

に対する割合（%）に分類した。分類の際は、

食塩のみの目標と、砂糖（遊離糖類）や脂肪

（飽和脂肪酸、トランス脂肪酸）等の食塩以

外のものが含まれる目標とを見分けられる

ようにした。また、食塩含有量の目標基準に

ついて整理するとともに、目標期間を示し

た。減塩する製品の目標設定のまとめは、企

業数あたりではなく、目標数あたりの割合

を算出した。食塩のみの目標と食塩以外を

含む目標に分けて、製品数・割合と販売量の

目標割合を調べた。同様に、食塩含有量の目

標基準について、栄養プロファイルモデル

等の製品カテゴリー別目標と、ベースライ

ンに対する食塩含有量の目標に分けて利用

割合を調べた。目標期間は、年数の中央値

（最小、最大値）を算出し、目標達成年の上

位２つの割合を調べた。また、自社製品に対

する減塩の製品割合（%）と目標達成年（年）

の関係について、分布図を用いて調べた。目

標までの実施状況については、これまでに

達成した内容を整理した。目標達成年が完

了した場合は、達成年の状況を記載した。 

 

３）食塩含有量の設定に利用した基準 

食塩含有量の設定に利用した基準につい

て企業ごとに整理し、基準の名称とともに

開発機関（自社、または政府）、及びその基

準で参照した文献や資料を示した。減塩す

る製品の目標設定に直接明記されていなか

った基準についても、食塩含有量の基準に

関連するものは記載した。対象企業が利用

した基準全体に対する自社及び政府開発基

準の利用割合を算出した。 

 

４）低ナトリウム代替品の利用 

各企業別に低ナトリウム塩の代替品を塩

化カリウムの利用とその他代替品の利用に

分類した。 

 

５）減塩活動の実状と背景 

質問票から得た回答より、協力企業ごと

に下記項目の概要を整理した。 

① 減塩活動の意思決定者・部門 

② 政府や自治体との協力 

③ 環境・社会・ガバナンス（Environmental, 

Social, and Governance: ESG）等に基

づく減塩活動のインセンティブ（恩恵） 

④ 減塩活動を実施する上での難しさや苦

労 

 

Ｃ．研究結果 

１．分析対象の文献件数 

１）文献検索データベース 

PubMedでは 6件、Google Scholar では 13

件抽出された。1次スクリーニングでは 8件

を選出し、2次スクリーニングで最終的に 2

件を分析対象とした（表１、図 2）。 

 

２）企業や関連機関の公式サイト 

減塩活動に関連した情報が記載された企

業 83件を抽出し、スクリーニングによって

25件の企業を分析対象とした（図 2）。Grupo 
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Bimboの本社所在国（メキシコ）は高中所得

国であるが、高所得国の海外法人を含むグ

ローバル企業のため、対象企業に含めた。 

 

３）質問票 

協力を得た国内の 4 社からの質問票内容

について以下の助言を受けた。 

• 実施した減塩活動の期間をある程度

特定した方がよい。 

• 減塩活動のみの取組では回答し難い。 

• 取組の根拠となる資料の記載様式は

簡易である方が回答しやすい。 

これらの助言を基に、質問票の修正を行っ

た（図 1、資料）。 

研究ネットワークから 19件、グローバル

団体 3 件、学術論文の連絡先 2 件に情報提

供依頼を行ったところ、8件から情報提供が

あり、12 企業と 3 企業団体の紹介を受けた

（図 1）。情報なしと返信を受けた 7 件から

は、以下のような理由があげられた（複数回

答あり）。 

• 協力可能な企業が分からない（n=5）。 

• 守秘義務のために情報提供不可（n=2）。 

• 回答時間を確保できない企業が多く、

紹介困難（n=1）。 

連絡先が分かった 10 企業、3 企業団体に質

問票の回答依頼を行ったところ、1企業と 2

企業団体から回答を得た（協力率 23%）（図

2）。このうちチリの企業団体 B からスペイ

ン語の資料提供があり、日本語に翻訳して

結果に反映させた。回答結果は匿名で示し

た。 

 

４）分析対象の企業、団体 

文献検索データべ―スから得られた

Williams et al. 2003[14]は、1997 年の

Kellogg Australia の報告であり、2023 年

に Kellogg から社名を変更した Kellanova

の情報とは別に整理した。von Philipsborn 

et al. 2018[15]については、Schwarz Group

の傘下にある Lidl の 2025 年の目標に向け

た内容だったため、Schwarz Groupの文献と

して引用した。質問票回答を得たうちの 1件

は、文献または資料で抽出した企業のひと

つであったため、回答から得た公開情報に

ついては、検索によって抽出した文献・資料

と統合した。公開情報以外の内容は、企業 C

として整理した。回答協力を得た企業団体

は、企業団体 A と B として示した。これら

から、26 企業と 2 企業団体を分析対象とし

た（図 1）。 

 

２．分析結果 

１）減塩活動の目標設定 

① 対象企業、団体の特徴 

対象企業の本社所在国はヨーロッパ地域

（16件）、アメリカ地域（11件）、西太平洋

地域（1 件）であった（表 2）。4 件（Asda、

Morrisons、企業団体 A, B）以外は複数の国

に拠点を持つグローバル企業であった。減

塩の対象製品例より、菓子類や調味料の他、

日常的な食事で食べられる食品で、各企業

や団体の主要な製品ブランドに減塩が導入

されている傾向があった。 

 

② 減塩する製品の目標設定 

表 3-1は、各企業における減塩する製品

の目標設定について、表 3-2には各項目を

集計した結果を示す。減塩の目標は、食塩

のみで設定したものと食塩以外を含むもの

で約半数ずつであった。減塩の対象製品の

設定については、製品数・割合の目標の方

が（67%）、販売量を目標にしたもの

（33%）よりも多かった。対象製品を特定

したものには、子どもやその家族を対象に

した製品[16]、パンや朝食用製品[17-19]

（企業団体 Aと B）、ポテト及び前菜製品

[20]、シリアル製品[14]、バーベキューソ

ースとドレッシング[21]、焼き菓子、セイ

ボリースナックを含むスナック製品[17, 

19, 22, 23]があげられた。 

販売量の目標で特徴的だったひとつとし

て、IFBAのメンバーである 4社

（Ferrero、General Mills、Kellanova、

Nestlé）に共通した目標がみられた。2025

年までに自社製品の総販売量の 90%が各製

品カテゴリーの目標量を達成するとし、

2030年までに総販売量の 75%が減塩を実施

することを示した[24]。Grupo Bimbo、

Mars、PepsiCoも IFBAメンバーであるが、

独自の目標値を示した[17, 25, 26]。販売

量の目標は、割合で示すものが多かった

が、Grupo Bimboは自社製品の売上上位の

製品で目標を示した[17]。 

食塩含有量の目標基準について、食塩の

みの目標では、栄養プロファイルモデル等

を用いた製品カテゴリー別目標、及びベー

スラインに対する食塩含有量の目標が半数

ずつであった。一方、食塩以外を含む目標

では製品カテゴリー別目標が多かった

(81%）。15目標の中で、ベースラインから

食塩含有量を削減する割合は、1.1%-

30%[18, 20, 21, 26-29]、食塩含有量は

0.5g/食以下[18]、ナトリウム 120-
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400mg/100g未満[14, 30]、1.3mg/cal未満

[25]であった。 

41 目標の中で、目標年数は中央値 5年

（最小 1、最大 11）であった。42目標の中

で、目標達成年は 2025年が 62%と最も多

く、次いで 2030年（17%）が多かった。 

製品数に対する減塩の製品割合（%）と

目標達成年（年）の分布を図 3に示す。17

目標の中で、製品の 65～100%の範囲で、

2025～2030年までを目標達成年として減塩

を実施する目標が多い傾向にあった。 

減塩活動の現状は、いずれの企業も目標

に向けた成果が示された。具体的には、減

塩した製品の割合[16, 21, 23, 25, 26, 

31-44]、減塩した製品の件数[45]、製品あ

たりのナトリウムの削減割合や量[14, 19, 

20, 27-29, 40, 43, 44, 46]（企業団体

A、B）であった。Bonduelle は、2007年か

ら 2022年までに、レシピ内の食塩含有量

を段階的に減らしたことを成果として示し

た[36]。 

 

③ 食塩含有量の設定に利用した基準 

全体 41基準のうち、基準の開発機関は

自社が 20件（49%）、政府機関が 18件

（44%）、グローバル団体が 3件（7%）であ

った（表 4-1、表 4-2）。この中で、栄養プ

ロファイルモデル等の製品カテゴリー別の

基準の利用は 3つの開発機関ともに多かっ

た（自社：90%、政府：89%、グローバル団

体：100%）。政府機関が開発した基準で、

最も利用が多かったのは、5件（Aldi、

Asda、Morrisons、Schwarz Group 

(Lidl)、Tesco）[35, 44, 47-49]が利用し

た英国の栄養プロファイルモデ

ル、”UK’s 2004-2005 Nutrient 

Profiling Model”[50]であった。加え

て、Aldiにおいては、英国公衆衛生庁が示

した”Salt reduction targets for 

2024”[51]より減塩の目標値を設定した

[52]。減塩の分類のために欧州消費者機構

が示す”Nutri-Score”[53]を利用したの

は 4 件（Arla、Barilla、Bonduelle、

Lorenz）であった[18, 29, 36, 54]。ま

た、オーストラリア・ニュージーランド食

品基準機関が示した”Health Star Rating 

system”[55, 56]を利用したのは 3件

（Arnott’s Group、Kraft Heinz, 

Nestlé）であった[34, 57, 58]。Arnott’

s Group[34]、Asda[35]、Tesco[44]はこれ

らの基準を減塩の目標値として直接用いて

いた。 

自社基準の開発における参照先として、

WHOの指針や基準[3, 59-61]の記載があっ

たのは 9件（Barilla [18]、Bel[16] 、

FrieslandCampina[62, 63]、Grupo 

Bimbo[17]、Mars[26]、Nestlé[64]、

PepsiCo[25, 65]、Unilever[66]）であっ

た。7件（Barilla[18]、Kellanova[67]、

Kraft Heinz[68]、Mars[26]、

Nestlé[69]、PepsiCo [65]、Saputo[70]）

は複数の関連機関が示す基準を参照した。

Nestlé[64]、Unilever[71]は、独自の栄養

プロファイルモデルや食塩含有量の基準に

関する学術論文を出版した。Bel[16]は社

内、Saputo[70]は社外の専門家による検討

を含めた。 

 

④ 低ナトリウム代替品の利用 

低ナトリウム代替品として、カリウム塩

の利用を示したのは 3 件（Campbell Soup 

Company[22]、Unilever[72]、企業 C）みら

れた（表 5）。その他の低ナトリウム代替品

の利用は 2 件みられ、Arla では乳化塩の開

発[73]や、Unilever では野菜、ハーブ、ス

パイスをブレンドすることによる代替法

[72]を活用していた。 

 

２）減塩活動の実状と背景 

① 減塩活動の意思決定者・部門と概要 

企業団体 A では、当団体が各企業のコミ

ットメントと年次報告をとりまとめていた

（表 6）。企業 C では、経営部門が事業計画

を承認し、実施状況の評価報告書から改良

製品の販売を決定する工程となっていた。

また、方針の最終決定は役員会議で決めら

れた。 

 

② 政府や自治体との協力 

回答が得られた 3 件とも、関係省庁との

連携がみられた（表 7）。具体的には、減塩

活動のための委員会の設立、減塩製品の開

発と評価を共同で実施、及び減塩活動のた

めの補助金受給であった。 

 

③ ESG 等に基づく減塩活動のインセンテ

ィブ 

企業団体 A と企業 C において ESG 等の観

点から、社会的評価及び投資家からの評価

を得ることの期待がみられた（表 8）。企業

Cからの回答より、投資家は製品の栄養価を

投資リスクのひとつとして企業の減塩活動

の状況についても重視しており、減塩を含

めた ATNIの評価に基づいて投資が増加する
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ことを想定していた。 

 

④ 減塩活動を実施する上での難しさや苦

労 

製品の味の質を保ちながら減塩に取組む

ことの難しさが企業団体 A と企業 C に共通

してみられた（表 9）。その他、企業 C から

は、減塩の製品開発にあたっての開発経費

と製品の価格設定の経済面での苦労がみら

れた。また、減塩の取組に関する適切なガイ

ドラインがないことから、事業計画作成に

時間を要することも示された。解決法には、

企業 C のみ回答があり、複数の利害関係者

の枠組みにより、市場全体で段階的な減塩

活動を保証することや、研究開発において、

社内に減塩活動を専門とするチームを設置

することなどがあげられた。 

 

Ｄ．考察 

本研究は、26 の海外企業と 2 つの企業団

体を対象とし、自主的な減塩活動について

整理した。目標全体で、食塩のみの目標と、

食塩に加えて砂糖や脂肪などを含めた目標

が約半数ずつみられた。減塩の対象製品割

合を示した目標の中で、自社製品の 65～

100%の製品を目標達成年 2025～2030年の範

囲で減塩を実施する傾向がみられた。全体

的には中央値 5年間で、目標達成年 2025年

が最も多かった。食塩含有量の基準は自社

と政府開発ともに、栄養プロファイルモデ

ル等の製品カテゴリー別の基準を利用して

いた。また、減塩活動にあたって、ESGの観

点からインセンティブが認められた一方で、

製品本来の味を維持するめの工夫や開発コ

スト等の苦労も認められ、政府や企業間の

連携の必要性が示唆された。本研究は、優良

な減塩活動を行う企業における目標設定を

整理し、取組の実状と背景を明らかにした

初めての研究である。 

 

１）減塩活動の目標設定 

① 対象企業、団体の特徴 

対象企業の特徴より、企業による自主的

な減塩活動が活発な地域はヨーロッパ、ア

メリカ、オセアニア地域であった。これらの

地域の政府関連機関が示す政策や指針が企

業の減塩活動の推進に影響をしているかも

しれない。European Salt Action Network

は、WHOの後援と英国の食品基準庁の支援を

受けて設立され、ヨーロッパ諸国における

食塩摂取量削減プログラムの協調を促進し

ている[74]。アメリカ合衆国農務省（USDA）

[75]やオーストラリア・ニュージーランド

食品規制機関（FSANZ）[76]は、食塩の摂取

量について指針を示している。このように、

政府から何らかの方向性が示されていると、

企業による減塩活動の事業が促進されるの

かもしれない。 

② 減塩する製品の目標設定 

減塩に関する目標の示し方について、本

結果では製品数・割合の目標は販売量の目

標よりも多かった。目標値は公開するため、

消費者や利害関係者にとって理解しやすい

ことが必要である。減塩の製品割合を示し

た目標の中では、65～100%の製品を減塩す

る傾向があった。費用対効果を考慮した自

社の主力製品や、比較的減塩が実現しやす

い製品などに対象が絞られた場合、目標値

をより高く設定できるのかもしれない。ま

た、本結果より子どもやその家族を対象に

した製品に焦点をあてた例がみられ[16]、

減塩による栄養改善を必要とする対象者を

設定することも対象製品を決定するための

方法の一つである。販売量を用いた目標値

は、市場の動向に合わせた対応がとれるこ

とが利点のひとつであるが、外部者にとっ

ては対象製品を特定しにくいため、公開す

る目標として採用する企業が、製品数・割合

の目標に比較して少なかったのかもしれな

い。販売量の目標で特徴的であったのは、

IFBA メンバー4 件の目標であった。2025 年

と 2030年の目標値が設定され、2030年まで

に市場が変動することを考慮し、2025 年の

時点で見直しの予定であった[24]。このよ

うに、長期の目標値を設定する場合、ある時

点での中間評価を行うと減塩活動の調整が

しやすくなると考えられる。 

本対象企業の目標には、食塩に加えて脂

肪、砂糖を含めたものが約半数を占めた。脂

肪、砂糖、食塩が高いことを HFSS（High Fat 

Sugar Salt)と称し、英国では HFSS 製品の

宣伝制限の実施手引きが示されている[77]。

このように、HFSS の適正摂取について欧米

を中心に政策が示されており、これに沿っ

て企業においても HFSSの削減を念頭におい

た製品開発の目標が一定数あったものと考

えられる。 

本結果では、目標の達成年は 2025年に設

定する企業が多かった。2025 年は、持続可

能な開発目標の中間報告の年とする場合が

あり[78]、これに合わせた目標が多かった

のかもしれない。2030 年以降の目標値がみ

られなかったのは、この年が持続可能な開

発目標の達成年であり、企業はその後の世
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界動向を考慮した上で新たな目標を立てる

想定をしているのかもしれない。 

 

③ 食塩含有量の設定に利用した基準 

本結果では、基準の約半数が自社で開発

したものを利用していた。また、自社と政府

開発ともに栄養プロファイルモデルの利用

が多くみられた。栄養プロファイルモデル

とは、「疾患の予防や健康増進のために、栄

養成分に基づいて食品を分類またはランク

付けする科学」[79]をモデル化したもので

ある。栄養プロファイルモデルを利用する

ことで、食品や飲料を栄養成分別に分類が

でき、目的に応じた比較と評価が可能にな

る。政府が開発した栄養プロファイルモデ

ルの中で最も利用されていたのが、英国の

食 品 基 準 庁 が 示 す ”UK’s 2004-2005 

Nutrient Profiling Model”[50]であった。

食塩を含めた総合的な栄養評価を得点化し、

4点以上の食品、及び 1点以上の飲料は「健

康的ではない」と分類される[50]。英国に拠

点がある企業では、この栄養プロファイル

モデルの活用が進んでいるのかもしれない。 

自社の基準開発における参照先として、

WHO などの国連機関、各国政府の関連機関、

減塩に関連する活動を行うグローバル機関

が示す基準や方針が用いられた。特に、WHO

の食塩摂取量 1 日 5g の推奨量[3]は、各国

政府を始め、対象企業と団体にも強く認識

され、減塩活動の基盤となっているかもし

れない。2021年に WHOが示した”WHO global 

sodium benchmarks for different food 

categories”は、食品カテゴリーにおける

ナトリウムの基準を示している[60]。本結

果より、Belは自社の栄養基準開発にあたっ

てこれを参照していた[16]。国や企業で独

自の基準がない場合、WHOの基準は有用であ

る。しかし、WHOの基準を直接導入した企業

は本対象企業の中ではみられず、参考値と

して利用され、自社や各国政府の基準を設

定していた。企業の製品や各国の食文化に

合わせた基準がより有用であったと考えら

れる。自社の基準開発にあたり、自社で関連

研究を学術雑誌に出版した企業や[69, 71]、

専門家からの知見を取り入れた例[16, 70]

がみられた。製品カテゴリー別の食塩含有

量を設定する栄養プロファイルモデルの開

発には学術的な観点からの考慮が必要であ

る。企業による減塩活動の目標設定に関す

る学術論文の出版が増えると、システマテ

ィック・レビューも今後可能となるかもし

れない。 

製品カテゴリー別の基準で利用されてい

たのは、栄養プロファイルモデルの他に、包

装前面表示があげられた。包装前面表示は、

栄養プロファイルモデルを基に作成されて

いる[55, 80]。本結果では、欧州消費者機構

が示す”Nutri-Score”[81]、及びオースト

ラリア・ニュージーランド食品基準機関が

示す”Health Star Rating system”[55, 

56]が利用されていた。 Bonduelle[82]

は”Nutri-Score”を用い、そして Arnott’

s Group[34] は ”Health Star Rating 

system”を用いて食塩含有量の目標を示し

た。”Nutri-Score”は、フランス政府が

2017年に導入を開始し、2021年には 7つの

国が導入している[83]。最も評価の高い Aか

ら E までの 5 色のスケールに基づいてスコ

アが付けられ、包装の前面に表示され

る。”Health Star Rating system”は、星

の数 1/2～5に割り当てて星の数が多いほど

健康的な評価が高いことを意味する[55, 

56]。これらの指標では、食塩を含む HFSS等

を考慮して総合的に評価される。今回の結

果で食塩含有量の基準として包装前面表示

の利用を記載しなかった企業の中でも、総

合的な栄養価の評価として利用している企

業がいくつかあるものと考えられる。 

 

④ 低ナトリウム代替品の利用 

対象企業の中で低ナトリウム代替品の利

用に、塩化カリウムの使用が 3 件みられた

[22, 72]。塩化ナトリウムを塩化カリウム

に置き換えることにより、ナトリウムの比

率を下げて減塩する製品開発が世界的に行

われている。しかし、塩化カリウムは独特の

苦みがあり、配合バランスや、塩化カリウム

にカラギナンを併用するなどの工夫が必要

である[84]。プロセスチーズを作る過程で

使われる乳化塩の代替品を開発した Arlaの

取組も[73]、低ナトリウム代替品の新たな

方法である。Unilever のように、野菜、ハ

ーブ、スパイス等の配合によってナトリウ

ム代替とする方法もある[72]。IFBA メンバ

ーの対象企業で減塩の目標設定の中には示

されなかったが、IFBA では、塩化カリウム

の利用の他、香り、ハーブ、スパイスなどの

風味を高める工夫をして減塩することが示

されていた[24]。このように、今後の新しい

低ナトリウム代替品の開発が期待される。 

 

２）減塩活動の実状と背景 

① 減塩活動の意思決定者・部門と概要 

企業団体 A では、各企業のコミットメン
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トのとりまとめ役を担っていた。このこと

から、企業単独では減塩活動が行えない場

合、企業団体が各企業のエンパワーメント

となり得ることが分かった。企業 Cでは、最

終的な方針の決定は役員会議で行っていた

ものの、経営部門が減塩の改良製品の販売

を決定していた。企業にとって製品販売に

よる収益を得ることは重要であり、減塩の

製品でも同様である。同時に、減塩活動の社

会的評価も経営戦略に重要である。経営部

門ではこれらのバランスを考慮した決定が

されるものと考えられる。 

 

② 政府や自治体との協力 

回答を得た 3 件とも、政府関連機関との

何らかの連携がみられた。本結果では、多く

の企業で世界や各国の推奨方針の基で減塩

の目標が設定されていたことから、政府や

自治体との協力は、企業にとって重要と考

えらえられる。日本では、食塩摂取量の削減

を始めとする栄養課題の解決のため、厚生

労働省主体に産学官等連携による推進体制

として、「健康的で持続可能な食環境戦略イ

ニシアチブ」を 2022 年に設置された[85]。

企業とって、このような体制を活用するの

もひとつの方法である。 

 

③ ESG 等に基づく減塩活動のインセンテ

ィブ 

企業団体 A と企業 C では減塩活動によっ

てインセンティブを受けると回答した。近

年、ESGを考慮した行動が企業の評価につな

がっている[86]。食品企業では、ESG評価の

中でも「健康・栄養」の分野が重要な評価の

ひとつとなっており、企業による減塩活動

もその一部である[87]。企業 C は、ATNI の

評価に基づいて投資が増加することを想定

し、減塩活動も重要な評価のひとつとして

とらえていた。グローバル企業に関わらず、

減塩活動が ESG 評価の重要な要素のひとつ

となる動向は今後も広がる可能性が高い。 

 

④ 減塩活動を実施する上での難しさや苦

労 

企業団体 A と企業 C からは、減塩による

味の質の担保に関する苦労があげられた。

低ナトリウム代替品の利用の結果からも、

製品の味を維持するための工夫が必要であ

る。減塩の製品開発や改良のためには、時間、

費用、人材が必要となるため、その確保が目

標の高さと実現性とのバランスをとるため

の難しさにもつながる。減塩活動は世界や

日本全体の取組とし、多様な機関から成る

ネットワークで実施することで、様々な障

壁を解決する糸口となるはずである。また、

本結果から、企業が円滑に減塩の事業計画

を立てるための指針作成の必要性が示唆さ

れた。企業に向けた減塩活動のための支援

ガイドの作成は、今後統一された指針を作

成するための重要な資料ともなり得る。 

 
【本研究の強みと限界点】 
本研究は、学術的な文献、企業のコミット

メント、企業の報告書等からの資料のレビ

ューを行い、企業による自主的な減塩活動

の優良事例を整理した。また、企業から質問

票回答を得て減塩活動の実状と背景を明ら

かにした。このことから、単なる文献レビュ

ーでは収集できない貴重な情報が得られた。

本研究で使用した質問票は、WHOの出版資料

[10]や先行研究[11]を基にして、国内企業4

社による助言を受けて作成した。回答を得

た減塩活動の取組は、公開情報に関しては

公式サイトで実際の概要を確認し、整合性

を得ている。非公開の情報は、実際との整合

性は確認できなかったが、それを踏まえた

上での重要な結果と捉えている。 

しかし、本研究にはいくつかの限界点が

ある。企業の減塩活動の情報に関する入手

方法が限られていたことや、調査員による

情報の見落としによって、他の優良事例を

もつ企業を対象に含めなかった可能性があ

る。減塩活動の実状と背景についても、協力

企業の情報に限られたため、一般化できな

い可能性がある。また、企業の取組内容は複

数名で確認作業を行ったものの、調査員に

よる情報の見落としによって、対象企業の

本結果以外の優良事例や減塩活動の詳細情

報を十分に反映できなかった可能性がある。

より正確な取組を把握するには、対象企業

とのコミュニケーションが必要である。 

今回、企業・団体による質問票回答の協力

率は23%と低かった。候補の企業を特定して

も、質問票依頼を行う担当者を特定すること

が困難であった。企業の情報提供依頼を行っ

た問い合わせ先の中で情報提供ができなか

った理由のひとつに、業務が優勢されて質問

票回答の時間を確保できない企業が多く、紹

介困難といった企業側の理由があげられた。

多業務の中で調査協力をすることの企業側

のメリットや、企業に負担のない調査項目と

日程を組む考慮が必要である。これらの考慮

は、産官学連携の減塩活動を行うためのネッ

トワーク構築にもつながるはずである。 
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Ｅ．結論 

本結果より、分析対象とした海外の 26企

業と 2 企業団体から、減塩する製品の目標

設定の詳細が明らかになった。減塩の目標

を達成するためには、科学的根拠に基づい

た実現可能な方針の設定が重要と言える。

事業者向けの減塩活動の支援ガイドには、

企業の実状に寄り添った実用的な内容を含

めることが重要である。減塩の目標設定に

関する内容や製品開発の工夫、及び政府関

連機関との協力や企業同士の連携等を盛り

込むことで、企業の減塩活動の支援ができ

ると考えられる。 
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図 1. 質問票作成及び調査依頼までの流れ 

 

 

情報提供依頼：研究ネットワークから16か国19件；
グローバル団体3件；学術論文の著者2件

10企業と3企業団体に
質問票回答依頼

情報提供8件 返信なし8件情報なしの
返信 7 件

12企業と3企業団体

除外
連絡先不明
2企業

理由（複数回答あり）
• 協力可能な企業が分からない（5件）
• 守秘義務のために情報提供不可（2件）
• 回答時間を確保できない企業が多く
紹介困難（1件）

• 理由なし（1件）

質問票作成：WHO出版の資料[WHO 2023]、国際指標[Sacks et al. 2019]及び
その開発者の助言を基に作成

4社が研究協力に同意、回答

内容を修正し、本調査用の質問票を確定

質問票作成

調査依頼

質問票の精査：研究ネットワークから国内企業4社に助言依頼
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図 2. 対象企業・団体の選定の流れ 

 

 

 
図 3. 目標達成年と自社製品に対する減塩の製品割合 
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表 1. 検索式 

 

  

No. PubMed n Google scholar n 

1 Salt OR sodium 807,248 "salt reduc" OR "sodium 

reduc" 

716 

2 Industry 900,251 Company OR industry 880,000 

3 Volunt* 341,174 Voluntary 2,590,00

0 

4 "Case study" 104,580 "Case study" 1,110,00

0 

5 #1 AND #2 AND #3 AND #4 6 #1 AND #2 AND #3 AND #4 13 
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表 2. 対象企業、団体の特徴 

企業 
本社所在

国, 地域 1 
拠点 減塩の対象製品例 

Aldi  DEU, EUR G 加工肉、朝食用食品、パン、チーズ[88] 

Arla  DNK, EUR G 牛乳、ヨーグルト、チーズ[33] 

Arnott’s Group AUS, WPR G セイボリースナック（塩気の菓子類）と朝食用

食品[34] 

Asda GBR, EUR GBR 調味料、ソース、加工品[89] 

Barilla ITA, EUR G パン、パスタ[18] 

Bel FRA, EUR G チーズ類[16] 

Bonduelle FRA, EUR G 加工食品、缶詰、冷凍食品[90] 

Campbell Soup 

Company 

USA, AMR G 焼き菓子、ジュース、スープ（ストック）、セイ

ボリースナック、ソース[22] 

Ferrero ITA, EUR G 菓子類[39] 

FrieslandCampina NLD, EUR G 乳製品、代替肉、飲料品、アイスクリーム[62] 

General Mills USA, AMR G メキシコ料理、スープ、シリアル、ビスケッ

ト、朝食用食品（冷凍）、ケーキミックス粉、前

菜用食品（冷凍）[91] 

Grupo Bimbo MEX, AMR G パン、バンズ、トルティーヤ、ベーグル、イン

グリッシュマフィン等日常的な消費製品[17] 

Kellanova USA, AMR G シリアル、ワッフル、麺、セイボリースナック

[67] 

Kellogg Australia USA, AMR G シリアル[14] 

Kraft Heinz Company USA, AMR G バーベキューソース、サラダドレッシング、フ

レンチフライポテト[21] 

Lorenz DEU, EUR G スナック菓子[29] 

McCain CAN, AMR G ポテト製品、前菜製品[20] 

Mars USA, AMR G リゾット、ラザニア、クリーミーソース、ペス

ト、スープ、加工食品（米、パスタ、豆）[26] 

Morrisons GBR, EUR GBR 調味料、ソース、加工食品、総菜[92] 

Nestlé CHE, EUR G 麺類、スナック、ソース[93] 

Orkla NOR, EUR G 総菜、スープ、ケチャップ、ドレッシング、チ

ップス、パンのトッピング類[27] 

Pepsico USA, AMR G シリアル、ポテトチップス、トルティーヤチッ

プス[94] 

Saputo CAN, AMR G 乳製品、スナック菓子[70] 

Schwarz Group DEU, EUR G 冷凍ピザ等冷凍食品、パン、加工肉、総菜、ソ

ース、スープ、セイボリースナック[15, 28] 

Tesco GBR, EUR G シリアル、パン、パスタ、スナック菓子、加工

食品[44] 

Unilever GBR, EUR G 調味料、ソース、乳製品、副菜料理、パン、シ

リアル、セイボリースナック、菓子類、飲料

[95] 

企業団体 A SVN, EUR SVN ベーカリー製品 

企業団体 B CHL, AMR CHL パン製品 

AMR: アメリカ地域、EUR:ヨーロッパ地域、WPR: 西太平洋地域, G, グローバル企業 
1 国及び地域名は、3文字のコード「ISO 3166-1 alpha-3」を用いた[96]。 
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表 3-1．減塩する製品の目標設定 

  減塩の対象製品の設定    

企業 事例国 製品数：n(%) 販売量：n(%) 食塩含有量の目

標基準 

目標期間 実施状況 

Aldi GBR 政府が示す 84カテゴ

リー[52] 

－ Salt reduction 

targets for 

2024[51, 52]  

2020-2024 ・（年 N/A）自社製品の 83%が英国政府

の 2024年食塩含有量の目標を満たし

た[31]。 

・2021年、自社製品の 96%が政府の

2017年食塩含有量の目標を遵守した

[32]。 

Arla G 自社製品の 95%[97]b － Nutrition 

Criteria [98]b 

N/A-2020 2019年、牛乳、ヨーグルト、チーズ

の製品の 90％が栄養基準を満たした

[33]b。 

Arnott’s Group G (AUS, 

NZL) 

自社製品の 1/3

（33%）[34]b 

－ Health Star 

Rating 

system[34, 55]b 

2021-2025 2022年、セイボリースナックと朝食

製品の 80%が、政府が推奨する自主目

標の基準量を満たした（AUS）[34]b。 

Asda GBR 自社製品の 60%[35]b － UK’s 2004-2005 

Nutrient 

Profiling 

Model[35, 50]b 

2020-2024 2022年、自社製品の 54%が基準を満た

した製品に達した[35]b。 

 

Barilla G, FRA 1-2.（Harrys, FRA）

自社パン製品の

100%[18] 

3. 自社製品の

90%[18] 

－ 1.（Harrys, 

FRA）製品の食塩

濃度を 1.2%削減

[18] 

2. 製品の食塩濃

度を 1.1%に削減

[18] 

3.（G）1食あた

りの食塩 0.5g以

下[18] 

1.2022-

2023  

2.2023-

2025 

3.2022-

2030 

（G）2022年、491の製品改良が 2010

年以来行われ、そのうち 3件が食塩を

含む栄養素の製品改良が行われた

[45]b。 

Bel G 子どもやその家族を

対象にした製品の

80%[16]b 

子どもやその家

族を対象にした

製品販売量の

Bel Nutri+ 

nutritional 

criteria[16]b 

2017-2025 2022年、開始時（2017年）の製品の

60%から、製品の 72%が目標量を満た

した[16]b。 
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  減塩の対象製品の設定    

企業 事例国 製品数：n(%) 販売量：n(%) 食塩含有量の目

標基準 

目標期間 実施状況 

90%[99]b 

Bonduelle 

 

G 自社製品の 100%[36]b － Nutri-Score[53]

に基づく 5段階評

価の中で上位 2位

までの評価を得る

[36]b 

2022-2025 ・2023年、製品ブランドの 98.2%が基

準に基づく 5段階評価の中で上位２位

までの評価を得た b。 

・2022年、2007年から現在に至るま

で、レシピ内の食塩含有量を段階的に

減らした[36]。 

Campbell Soup 

Company 

G 自社製品、特にセイ

ボリースナック（数

値なし）[22, 23]b 

－ ・Nutrition 

Focused 

Foods[100]b 

・8カテゴリーの

製品開発指針

[101]b 

N/A ・2022年、製品の 56%はナトリウムを

含む栄養基準を満たした[23]b。 

・2022年、製品の 69%はナトリウムを

含む栄養素に関する製品開発の栄養基

準を満たした[23]b。 

Ferrero G － 1.関連製品（自

社の朝食用製

品、ビスケッ

ト）の総販売量

の 90%が目標を達

成[19, 24] 

2.関連製品（自

社の朝食用製

品、ビスケッ

ト）の総販売量

の 75%が減塩を実

施[19, 24] 

1-2. Global 

Sodium Reduction 

Targets[19, 24] 

1.2021-

2025 

2.2021-

2030 

2022年、主要ブランド製品は、1食あ

たりのナトリウムが 27mg以下だった

[19]。 

FrieslandCampina G － 少なくとも自社

製品販売量の

74%[37]b 

 

FrieslandCampina 

Global 

Nutritional 

Standards[62, 

63] b 

2021-2025 2022年、自社の基準を満たす製品の

割合は現在までに 72%達成した[37]b。 
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  減塩の対象製品の設定    

企業 事例国 製品数：n(%) 販売量：n(%) 食塩含有量の目

標基準 

目標期間 実施状況 

General Mills G － 1.関連製品の総

販売量の 90%が目

標を達成[24, 

38] 

2.関連製品の総

販売量の 75%が減

塩を実施[24, 

38] 

1-2. Global 

Sodium Reduction 

Targets[24, 38] 

 

1.2021-

2025 

2.2021-

2030 

・2019年、米国の主要な 10製品カテ

ゴリーでナトリウムを 20%削減する

2010年からの公約を達成した[38]。 

・2022年、総生産量の 40%は栄養基準

を満たし、そのうち 23%はナトリウム

を含めた米国食品医薬品局の健康基準

を満たした[39]。 

Grupo Bimbo G 1.自社のパンや朝食

用製品全て（100%）

[17]b 

2.自社の焼き菓子や

スナック製品全て

（100%）[17]b 

3.自社製品の売

上上位の製品

[17]b 

1-3. Grupo Bimbo 

Nutritional 

Guidelines[17]b 

1.2022-

2025 

2.2022-

2030 

3.2022-

2025 

・2022年、日常消費製品の 96%はナト

リウムや他の栄養素の自社基準を満た

した[39]b。 

・2022年、日常消費製品の 63%はナト

リウムを含む栄養バランスのとれた製

品目標に準拠した[39]b。 

Kellanova G － 1.関連製品の総

販売量の 90%が目

標を達成[24, 

102] 

2.関連製品の総

販売量の 75%が減

塩を実施[24, 

102] 

1-2. Kellanova 

Global Nutrition 

Criteria[67]b 

 

1.2021-

2025 

2.2021-

2030 

2022年、93％が自社基準のナトリウ

ム含有量を満たした[39]。 

 

Kellogg 

Australia 

AUS シリアル製品 12品

[14] 

－ 減塩表示：ナトリ

ウム 120mg/100g

以下、一般製品：

ナトリウム 400 

mg/100g未満[14] 

1997 (one 

year) 

1997年の製品改良前から平均 40%（12

～88%）のナトリウム含有量を削減

し、オーストラリア内の供給食品から

食塩 235トンを削減した[14]。 

Kraft Heinz G 1. 自社のバーベキュ

ーソースとサラダド

レッシング 2品[57] 

－ 1.従来製品から食

塩含有量を 5%削

減[21]  

1.2022-

2025 

2.2019-

1.2022年、対象製品の成分配合を開

発中であり、2025年までに達成する

ことを表明した[57]。 
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  減塩の対象製品の設定    

企業 事例国 製品数：n(%) 販売量：n(%) 食塩含有量の目

標基準 

目標期間 実施状況 

2. 自社製品の

85%[21]b 

2. The Kraft 

Heinz Global 

Nutrition 

Guidelines[68]b 

2025 2. 2020年、自社製品の 74.7%が自社

の栄養目標量を達成した[21]b。 

Lorenz G 自社製品の 100%[29] 

 

－ 製品全体の食塩含

有量を少なくとも

15%削減[29] 

2019-2025 ・2021年、製品全体の塩分含有量を

2019年よりも 5%削減した[29]。 

・2022年、新製品の 54%が従来の平均

食塩含有量を 15%削減した[29]。 

McCain G 自社のポテト及び前

菜製品（割合なし）

[20] 

－ ナトリウム含有量

を売上加重平均の

15%削減[20] 

2017-2025 2023年、前菜製品ナトリウム含有量

を売上加重平均の 6.6%を削減した

[20]。 

Mars G 1.自社製品の 95%[26] 
b 

2.自社製品（割合な

し）[26] 

－ 1.Mars Food 

Nutrition 

Criteria[26]b 

2.製品全体の食塩

摂取量を 2021年

より 5%削減[26] 

1.2021-

2025 

2.2021-

2025 

 

1.2021年、自社製品の 84%が栄養基準

を満たした[26]b。 

2.2022年、自社製品全体で 3.3％減塩

した[43]。 

Morrisons GBR 1.自社包装製品の

65%[103]b 

2. 政府が示す 84カ

テゴリー[103] 

－ 1.非 HFSS製品 c

の基準を達成

[103]b 

2. Salt 

reduction 

targets for 

2024[51, 103]  

1.2019-

2025 

2.2020-

2024 

1. 2020年、自社包装製品ブランドの

54%を非 HFSS製品に分類した[40]1。 

2. 2020年、44.4トンの自社製品の食

塩を削減した[40]。 

Nestlé G － 1.関連製品の総

販売量の 90%が目

標を達成[24, 

93] 

2.関連製品の総

販売量の 75%が減

Nestlé 

Nutritional 

Profiling 

System[69]b 

1.2021-

2025 

2.2021-

2030 

2022年、2017年より実施した主要な

製品の食塩 5～6%の削減を達成した

[46]。 
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  減塩の対象製品の設定    

企業 事例国 製品数：n(%) 販売量：n(%) 食塩含有量の目

標基準 

目標期間 実施状況 

塩を実施[24, 

93] 

Orkla G 自社製品（割合な

し）[27] b 

－ 2017年より食塩

含有量 15%削減

[27] 

2018-2025 2022年、食塩の総量を 45トン削減し

た[27]。 

PepsiCo G － 1.食品販売量の

少なくとも 3/4

（75%）[25] 

2.インスタント

食品販売量の 3/4

（75%）[25] 

1.ナトリウム含有

量が 1.3mg/cal未

満[25] 

2. PepsiCo 

global sodium 

targets[25] 

1.2021-

2025 

2.2023-

2030 

2022年、世界上位 23市場におけるイ

ンスタント食品販売量の 68%は、ナト

リウム含有量が 1.3mg/cal 以下であっ

た[25]。 

Saputo G 自社製品の 84%[41]1 － Saputo Nutrient 

Profiling 

Model[70] 

2023-2025 2022年、製品の 82%が自社の目標基準

量を満たした[41]b。 

Schwarz Group 1. GBR 

2-3. DEU 

 

1.(Lidl) 自社製品

（割合なし）[15, 

28] b 

2. （Kaufland）自社

製品 500品[28]b 

3. （Schwarz 

Produktion）自社の

焼き菓子（割合な

し）[28]b 

－ 1.売上加重平均し

た食塩含有量を

20%削減[15, 28] 

2. 食塩の含有量

を平均 20%削減

[28]b 

3. 1kgあたりの

平均塩分含有量を

約 30%削減[28] 

1.2015-

2025 

2.2015-

2025 

3.2015-

2025 

1.2022年、売上加重平均した食塩含

有量を 2015年よりも 7%削減した

[28]。 

2.2022年、自社ブランド製品 325品

は食塩の含有量を平均 20%削減した

[28]b。 

3.2022年、焼き菓子製品 1kgあたり

の平均塩分含有量を 31%削減した

[28]。 

Tesco GBR, IRL － 売上の 65%を健康

的な商品（減塩

製品を含む）と

する[44, 104]b 

UK’s 2004-2005 

Nutrient 

Profiling Model 

[44,, 50]b 

2022-2025 ・2023年、売上の 60%は健康的な商品

（減塩製品を含む）となった[44]b。 

・2023年、ビスケットとシリアル製

品の再配合によって、食塩を年間 4.6

トン削減した[44]。 

Unilever G 自社の製品の

85%[42]b 

－ Unilever’s 

Science-based 

2022-2028 2022年、製品の 64%が自社の基準を満

たした。これにより、製品の 82%が塩
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  減塩の対象製品の設定    

企業 事例国 製品数：n(%) 販売量：n(%) 食塩含有量の目

標基準 

目標期間 実施状況 

Nutrition 

Criteria[66]b 

分摂取量 5g/日以下に減らすことに貢

献した[42]。 

企業団体 A SVN 自社のベーカリー製

品（割合なし） 

－ 食塩含有量を 5%

削減 

2019-2022 2022年、2019年と比べて食塩含有量

は 4%減少した。 

企業団体 B CHL 自社のパン製品全て

（100%） 

－ パンのナトリウム

含有量 400 

mg/100g[30] 

2010-2014 2014年、パンの平均ナトリウム含有

量が 2011年の 800～1000mg/100g から

400～500mg/100gに削減された。該当

企業の 46.5%が、パンのナトリウム含

有量 440mg/100g未満であった（企業

団体 Bを含めたプロジェクト全体の成

果）。 

G, グローバル企業 
a 国及び地域名コードは、3文字のコード「ISO 3166-1 alpha-3」を用いた[96]。 
b 食塩に加えて、砂糖、脂肪など他の栄養素を含む目標。 
c 非 HFSS (High Fat Sugar Salt)製品：脂肪、砂糖、食塩が高い製品。 
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表 3-2．減塩する製品の目標設定まとめ 

a 全体(n=43)、自社（n=20）、政府(n=17)、グローバル団体(n=3)ごとの目標数から割合を示した。 
b 欠損値より、全体 41目標（食塩のみの目標：22、食塩以外を含む目標：19）から年数を示した。 
c 上位 2位の期間を示した。欠損値より、全体 42目標（食塩のみの目標：22、食塩以外を含む目標：20）から割合を示した。 
d 全体 43 目標に対する割合を示した。 

 

  

 全体 

n(%) 

食塩のみの目標 

n(%) 

食塩以外を含む目標 

n(%) 

減塩の対象製品の設定 a    

製品数・割合：n (%) 29 (67) 12 (55) 17 (81) 

販売量：n (%) 14 (33) 10 (45) 4 (19) 

食塩含有量の目標基準 a    

製品カテゴリー別目標：n(%) 28 (65) 11 (50) 17 (81) 

ベースラインに対する食塩含有量の目標：

n(%) 

15 (35) 11 (50) 4 (19) 

目標期間    

年数：中央値（最小、最大）b 5 (1, 11) 5 (1, 10) 7 (4, 11) 

目標達成年 (%)c 2025年：26 (62) 

2030年：7 (17) 

2025年：10 (45) 

2030年：6 (27) 

2025年：16 (80) 

2020, 2024, 2028, 2030年：各 1 (5) 

合計 d 43 (100) 22 (51) 21 (49) 
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表 4-1. 食塩含有量の設定に利用した基準 

企業 事例国 食塩含有量の基準 開発機関 基準の参照 

Aldi GBR 
1. Salt reduction targets for 2024[52] 

2. UK’s 2004-2005 Nutrient Profiling Model[47] 

1.政府 

2.政府 

1. 英国公衆衛生庁, GBR政府[51] 

2. 食品基準庁, GBR政府 [50] 

Arla G 
1. Nutrition Criteria [98] 

2. Nutri-Score[54] 

1.自社 

2.政府 

1. N/A 

2. BEUC [53] 

Arnott’s Group 
G (AUS, 

NZL) 

1. Health Star Rating system[34] 

2. Reformulation food categories and targets in 

Healthy Food Partnership[34] 

1.政府 

2.政府 

1. オーストラリア・ニュージーランド食品基準

機関[55, 105] 

2. AUS政府[106] 

Asda GBR UK’s 2004-2005 Nutrient Profiling Model[35] 政府 食品基準庁, GBR政府 [50] 

Barilla FRA, G 

1. Nutritional guidelines [18, 107] 

2. Nutri-Score[18] 

3. 自社製品 1食あたりの食塩 0.5g以下[18] 

1.自社 

2.政府 

3.自社 

1. WHO[59]; EFSA [108]  

2. BEUC[53] 

3. WHO[59]; EFSA [108] 

Bel G Bel Nutri+ nutritional criteria[16] 自社 
WHO; 社内の専門家 14 名が妥当性を確認[16, 

109] 

Bonduelle G Nutri-Score[36] 政府 BEUC [53] 

Campbell Soup 

Company 
G 

1. Nutrition Focused Foods[100]  

2. 8カテゴリーの製品開発指針[101] 

1.自社 

2.自社 

1. N/A 

2. N/A 

Ferrero G Global Sodium Reduction Targets[19] 
グローバ

ル団体 

IFBA[24] 

FrieslandCampi

na 
G 

FrieslandCampina Global Nutritional Standards[62, 

63] 
自社 

WHO[61] 

General Mills G Global Sodium Reduction Targets[38] 
グローバ

ル団体 

IFBA[24] 

Grupo Bimbo G Grupo Bimbo Nutritional Guidelines[17] 自社 WHO[61] 

Kellanova G 
Kellanova Global Nutrition Criteria[67] 

 
自社 

CFBAI [110], IFBA[24] 

Kellogg 

Australia 
AUS Pick the Tick program[14] 

グローバ

ル団体 

国立心臓財団[111] 
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企業 事例国 食塩含有量の基準 開発機関 基準の参照 

Kraft Heinz 

1. G 

2. AUS 

and NZL 

1. The Kraft Heinz Global Nutrition Guidelines[21, 

68] 

2. Health Star Rating system[21, 57] 

1.自社 

2.政府 

1. 英国公衆衛生庁, GBR政府[51]、FDA[112]、

フランス農業・食品省, FRA政府[113]、健康・

高齢介護省, AUS政府[114] 

2. オーストラリア・ニュージーランド食品基準

機関[55, 105]  

Lorenz 

1.G 

2. DEU 

and AUT 

1. Nutritional profiles of snacks[29] 

2.Nutri-Score[29] 

1.自社 

2.政府 

1. N/A 

2.BEUC [53] 

McCain G Nutritional profile[20] 自社 N/A 

Mars G Mars Food Nutrition Criteria[26] 自社 
WHO; USDA; HHS; EFSA; FSANZ; IFBA; 英国公衆

衛生庁, GBR政府[26, 51, 60] 

Morrisons GBR 

1. UK’s 2004-2005 Nutrient Profiling Model[48] 

2. Salt reduction targets for 2024[48] 

3. 食塩「削減」の表示：同等品の製品カテゴリーに比

較して、100gあたりの食塩含有量が少なくとも 25%少な

い製品にのみ限定[48] 

1.政府 

2.政府 

3.政府 

1. 食品基準庁, GBR政府[50] 

2. 英国公衆衛生庁, GBR政府[51] 

3. 英国公衆衛生庁, GBR政府[51] 

 

Nestlé G 
1. Nutrient Profiling Model[64] 

2. Health Star Rating system[58] 

1.自社 

2.政府 

1.Leroy et al. 2021[64]; WHO及びその他の機

関の最新の推奨値[69] 

2. オーストラリア・ニュージーランド食品基準

機関[55, 105] 

Orkla G Nutritional profile[27] 自社 N/A 

PepsiCo G 
1. PepsiCo global sodium targets[25]  

2. PepsiCo Nutrition Criteria [65] 

1.自社 

2.自社 

1. WHO [25] 

2. WHO; FAO; IOM; EFSA; EAL;, 欧州委員会

（Eurodiet）; 18カ国の食事ガイドライン[65] 

Saputo G Saputo Nutrient Profiling Model[70] 自社 

海外の政府、公衆衛生当局、企業団体、及び科学

者から栄養素プロファイリングモデルの情報を

収集[70]。 

Schwarz Group 

(Lidl) 
GBR 

1.UK’s 2004-2005 Nutrient Profiling Model [49] 

2.National Agreement to Improve Product 

Composition 2014-2020[15] 

 

1.政府 

2.政府 

 

1. 食品基準庁, GBR政府 [50] 

2. 健康・福祉・スポーツ省, NLD 政府[115] 



41 

 

企業 事例国 食塩含有量の基準 開発機関 基準の参照 

Tesco GBR, IRL UK’s 2004-2005 Nutrient Profiling Model [44] 
政府 

 

食品基準庁, GBR政府 [50] 

Unilever G 

Unilever Nutritional Standards[95] 

2022 年より Unilever’s Science-based Nutrition 

Criteria[66] 

自社 

Dötsch-Klerk et al. 2022[71]; WHO[3] 

企業団体 A SVN N/A 自社 N/A 

企業団体 B CHL パンのナトリウム含有量 400 mg/100g[30] 政府 CHL政府[30] 

N/A, 情報なし 

BEUC, the European Consumer Organisation (欧州消費者機構) ; CFBAI, Children's Food and Beverage Advertising Initiative (子ども向け食品・

飲料広告に関するイニシアチブ) ; EAL, USDA Evidence Analysis Library (USDAエビデンス分析ライブラリ) ; EFSA, European Food Safety Authority 

(欧州食品安全機関) ; FAO, Food & Agricultural Organization (国際連合食糧農業機関) ; FDA, U.S. Food and Drug Administration (アメリカ食品

医薬品局) ; FSANZ, Food Standards Australia New Zealand (オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関) ; HHS, U.S. Department of Health 

and Human Services (アメリカ合衆国保健福祉省) ; IFBA, International Food & Beverage Alliance (国際食品・飲料アライアンス) ;IOM, US 

Institute of Medicine (米国医学研究所) ;NAM, National Academy of Medicine (全米医学アカデミー) ; NHMRC, National Health and Medical 

Research Council (オーストラリア・国立保健医療研究評議会); USDA, U.S. Department of Agriculture (アメリカ合衆国農務省); WHO, World Health 

Organization (世界保健機関)  
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表 4-2.食塩含有量の基準まとめ 

  開発機関 

 全体： 

n(%) 

自社： 

n(%) 

政府： 

n(%) 

グローバル団体： 

n(%) 

製品カテゴリー別の基準 

（例：栄養プロファイルモデル）a 
36 (90) 18 (90) 16 (89) 3 (100) 

単位あたりの食塩含有量 a 3 (8) 1 (5) 2 (11) － 

N/Aa 1 (3) 1 (5) － － 

合計 b 41 (100) 20 (49) 18 (44) 3 (7) 

N/A, 情報なし 
a 全体(n=41)、自社（n=20）、政府(n=17)、グローバル団体(n=3)ごとの目標数から割合を示した。 
b 全体 41目標より割合を示した。 

 

表 5. 低ナトリウム代替品の利用 

 企業 

 Arla Campbell Soup 

Compan y 

Unilever 企業 C 

事例国/地域 G G AMR, EUR G 

塩化カリウ

ムの使用 － 

ナトリウム代替品

として塩化カリウ

ムを使用[22] 

自然塩代替品とし

て塩化カリウムを

使用[72] 

特定の製品に塩化

カリウムを 25%含

む代替食塩を使用 

その他の低

ナトリウム

代替品 

スプレッドやブロ

ックチーズのナト

リウム含有量を最

大 30%削減できる

乳化塩の代替製品

を開発[73] 

－ 

食塩ゼロの植物ベ

ースのブイヨン

は、野菜、ハーブ、

スパイスをブレン

ドして開発[72] 

－ 

 

表 6. 減塩活動の意思決定者・部門 

N/A, 情報なし 

 

表 7. 政府や自治体との協力 

 

  

 企業団体 A 企業団体 B 企業 C 

減塩活動の意思

決定者・部門 
企業団体 

N/A 1.経営部門 

2.役員会議 

概要 

ベーカリー企業のコミ

ットメントと年次報告

をとりまとめて企業団

体として報告 

N/A 1.事業計画を承認し、実

施状況の評価報告書か

ら改良製品の販売を決

定 

2.方針を最終決定 

 企業団体 A 企業団体 B 企業 C 

協力先の政府、自

治体 

農林、保健、経済関連の

省庁、国立研究所など 

保健関連の省庁 行政機関 

概要 

コミットメントのモニ

タリング委員会を設立 

2009年より、パン企業と

保健省との共同で、製品

の自主的な減塩製品の

開発と評価を実施 

健康的な製品に改良す

るための補助金（申請

制）を受給 
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表 8. 環境・社会・ガバナンス（ESG）等に基づく減塩活動のインセンティブ 

N/A, 情報なし 

ATNI, Access to Nutrition Index 

ESG, Environmental, Social, and Governance 

 

表 9. 減塩活動を実施する上での難しさや苦労 

N/A, 情報なし

 企業団体 A 企業団体 B 企業 C 

インセンティブ 持続可能性への社会的

評価 
N/A 

投資家からの評価 

概要 
消費者の健康的な食生

活に貢献 
N/A 

・投資家は製品の栄養

価を投資リスクのひと

つと認識しており、企業

の減塩活動も重要な評

価のひとつ 

・減塩を含めた ATNI の

評価に基づいて投資が

増加することを想定 

 企業団体 A 企業団体 B 企業 C 

減塩活動の難し

さや苦労 

製品の官能特性を変え

ずに減塩すること 
N/A 

・減塩製品の開発や価格

設定の不具合によって

減塩の事業を中止した

経験あり 

・味に関する消費者の受

容性の悪さ 

・食品の安全性を含む技

術的障壁 

・代替原材料の経費 

・減塩の取組に関する適

切なガイドラインがな

いため、事業計画に時間

を要す 

解決法 

N/A N/A 

・複数の利害関係者の枠

組みにより、市場全体で

段階的な減塩活動を保

証 

・研究開発において、社

内に減塩活動を専門と

するチームを設置 
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質問票 

 

 

Target setting and voluntary actions for 

dietary salt reduction: Questionnaire for a 

company in ‘Country name’ 
 

資料 
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Company information  

Company name   

Global or parent company   

Contact of representative  

 

  



46 

 

A. Target setting and efforts towards salt reduction 
We would like to ask you about the company’s salt-reduction actions since 2015 when the Sustainable Development Goals were adopted. If the 

company conducts the action checkpoints below, please select ‘yes’ and fill in the specific actions in the ‘Actions’ column. Please select ‘yes’ even if the 

company is conducting a comprehensive activity – and not only salt-reduced actions – for nutritional improvement. Please add detailed references, 

e.g., annual report and website URL, in the footnote if they are available. Please use the ‘Comments’ if you have anything about which you would 

like to inform the research team. The action checkpoints are cited from the Business Impact Assessment —Obesity and the population‐level 

nutrition tool (Sacks G et al. Obesity Reviews. 2019;20(S2):78–89). 

 

Reformulation to reduce sodium content  

No Action checkpoints  Actions Comments 

1 Does the company generally publish a 

comprehensive set of commitments or 

objectives related to new product 

development and reformulate its existing 

products to reduce salt? 

☐No 

☐Yes 

If yes, please fill in the specific action.  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

2 Does the company use a system/ criteria 

(e.g., product classification system or 

nutrient profiling system) related to salt 

reduction (or not only salt reduction) to 

classify the healthiness of products for 

product development/ reformulation? 

☐No 

☐Yes 

If yes, please fill in the specific action.  

ここをクリックしてテキストを入力してください。  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

3 Does the company reduce the salt content in 

its prepackaged foods without including a 

nutrient content or health claim to target all 

consumers including those who are not 

interested in salt reduction? 

☐No 

☐Yes 

If yes, please fill in the specific action.  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

4 Does the company utilise low-sodium salt ☐No ここをクリックしてテキストを入力してください。  
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No Action checkpoints  Actions Comments 

substitutes (e.g., potassium salts)? ☐Yes 

If yes, to what extent does the company use salt 

substitutes? Please fill in the specific action. 

 

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

5 List other actions that the company takes. ☐No 

☐Yes 

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

 Please add lines if needed. ここをクリックしてテキストを入力してください。 ここをクリックしてテキストを入力してください。 

Please fill in available information, including issuing agency, title, URL: *** (access date: date). Please add the cell appropriately. 

No1 ここをクリックまたはタップしてテキストを入力してください。 

No2 ここをクリックまたはタップしてテキストを入力してください。 
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B. Background of company efforts in salt reduction 

Please fill in the background on the company’s efforts in salt reduction.  

 

B-1. Organisational structure for implementing efforts in salt reduction 
Please answer whether the company implements the following: 1) a key decision-making person or department and/or 2) 

cooperation with a government or municipality. If you select ‘yes’, please fill in the specific description.  
 

A key decision-making person or department 

☐No 

☐Yes 

If yes, please fill in the specific action.  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

Cooperation with a government or municipality 

☐No 

☐Yes 

If yes, please fill in the specific action.  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 
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B-2. Measurement tool for assessing efforts in salt reduction  

Please answer whether the company uses any measurement tool and/or assessment criteria for assessing its efforts in salt 

reduction. If you select ‘yes’, please fill in the specific description. 

 

Measurement tools 

☐No 

☐Yes 

If yes, please fill in the specific action.  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

Assessment criteria 

☐No 

☐Yes 

If yes, please fill in the specific action.  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 
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B-3. Setting salt levels in accordance with a global benchmark 

1. WHO has published global benchmarks for sodium levels in foods across various food categories (WHO 2021). Does the company 

utilise these benchmarks to set salt levels in their products? Please select the most relevant of the choices. 

☐ Utilise the benchmark 

☐ Utilise part of the benchmark 

☐ Do not utilise the benchmark 

☐ Do not know  

 

2. If you chose ‘Utilise part of benchmark’ or ‘Do not utilise the benchmark’ in the above question, please choose the closest reason 

from the following choices (multiple choices allowed).  

☐ The benchmark level is too strict to use. 

☐ The benchmark is not culturally applicable. 

☐ The company uses the benchmark published by the national government. 

(The publication name: ここをクリックしてテキストを入力してください。) 

(URL if applicable: ここをクリックしてテキストを入力してください。) 

☐ The company uses the original salt level setting. 

☐ Other (ここをクリックしてテキストを入力してください。) 

 

  

https://apps.who.int/iris/rest/bitstreams/1344511/retrieve
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B-4. Incentives for conducting salt reduction 

Does the company pursue salt reduction from the point of view of Environmental, Social, & Governance (ESG), such as the 

assessment of Access to Nutrition Index (ATNI)?  

☐ Yes          ☐ No 

 

If ‘yes’, please provide details about the received (or expected) ESG incentives.  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

 

Does the company have any other incentives, such as economic incentives from the government, for conducting the sodium 

reduction initiative? 

☐ Yes          ☐ No 

 

If you selected ‘yes’, please provide details about the received (or expected) incentives. 

 

  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

 

https://accesstonutrition.org/
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B-5. The difficulty in implementing sodium-reduction actions and solutions 

1. Does the company have any experience with discontinuing lower-sodium products? 

☐ Yes          ☐ No 

If you selected ‘yes’, please provide the reason and the decision-making process. 

 

2. Does the company have any barriers and enablers to sodium reduction? 

☐ Yes          ☐ No 

If you selected ‘yes’, please describe the barriers and enablers. 

 

Thank you for answering the questionnaire. Your input is much appreciated. 

 

Barriers  

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

Enablers 

ここをクリックしてテキストを入力してください。 

ここをクリックしてテキストを入力してください。 
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Appendix A: How companies are selected 

This study selected 36 high-income countries in which the government 

recommends the voluntary actions (WHO. WHO Global Report on Sodium Intake 

Reduction, 2023). This survey requests input from overseas companies that have 

experience with the best practice of salt reduction through the International 

Network for Food and Obesity/NCDs Research, Monitoring and Action Support 

(INFORMAS) and other networks. The INFORMAS is a global research network 

that monitors the actions of public and private sectors to create healthy food 

environments.  

 

Table 1. The countries where the government recommends voluntary actions for 

salt reduction 
Country Area 

Australia WPR 

Brunei Darussalam WPR 

New Zealand WPR 

Republic of Korea WPR 

Singapore WPR 

Austria EUR 

Belgium EUR 

Croatia EUR 

Czechia EUR 

Denmark EUR 

Estonia EUR 

Finland EUR 

France EUR 

Germany EUR 

Greece EUR 

Iceland EUR 

Ireland EUR 

Italy EUR 

Lithuania EUR 

Luxembourg EUR 

Malta EUR 

Netherlands EUR 

Norway EUR 

Poland EUR 

Portugal EUR 

Qatar EUR 

Slovenia EUR 

Spain EUR 

Sweden EUR 

Switzerland EUR 

United Kingdom EUR 

Barbados AMR 

Canada AMR 

Chile  AMR 

United States of America  AMR 

Uruguay AMR 

WPR: Western Pacific Region, EUR: European Region, AMR: Region of the Americas 
 

https://www.informas.org/bia-obesity/

